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第２節 少年非行や犯罪被害等の状況

１ 少年非行等の状況

（１） 少年非行の推移

ア 刑法犯の推移

少年法が施行された昭和２４年以降の刑法犯少年の検挙人員，人口比は，図１－２のとおり，

その時々の社会情勢等を反映して増減を繰り返してきた。

終戦直後は，経済的窮乏，極度にひっ迫した食料事情と社会的混乱によって少年非行は激

増した。この時期の少年による刑法犯は，年長少年（注），とりわけ，有職少年，無職少年

による窃盗，強盗，詐欺等の財産犯が目立ち，刑法犯少年の検挙人員は２６年に１２万６，５１９人

に達した。

（注）１４歳及び１５歳の少年を「年少少年」，１６歳及び１７歳の少年を「年中少年」，１８歳及び１９歳の少年を「年長少年」と

いう。

３０年代は，急速な経済成長に伴う都市化の進展，都市への人口集中，享楽的風潮の高まり

等，少年非行を誘発しやすい社会構造への変化を背景として非行が急増した。この時期の少

年による刑法犯は，年少少年による凶悪犯，粗暴犯が目立ち，刑法犯少年の検挙人員は３９年

図１－２ 刑法犯少年の検挙人員，人口比の推移（昭和２４～平成１２年）

第１章 ２１世紀を担う少年のために

－１０－



�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�����������������������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

［コラム２］ 戦後の代表的な少年非行対策の推移

に１５万１，３４６人に達した。

５０年代は，高度経済成長によって欧米と並ぶ経済的豊かさを達成した中で，社会の連帯意

識の希薄化，核家族化，価値観の多様化が進み，また，少年の間にせつな的な風潮や，克己

心の欠如という現象が広まったほか，少年を取り巻く有害環境が拡大したことを背景として

少年非行が激増した。５８年には刑法犯少年の検挙人員が１９万６，７８３人とピークを迎えた。こ

の時期における少年非行の特徴は低年齢化と一般化であり，また，初発型非行（万引き，オ

ートバイ盗，自転車盗及び占有離脱物横領）に加えて，校内暴力，暴走族等の粗暴性の強い

非行が著しく増加した。

現在は，平成８年ころから始まる少年非行の多発期にあり，１２年の刑法犯少年の検挙人員

は１３万２，３３６人に上る。

戦後，警察では，非行情勢に対応して様々な対策をとってきた。

○ 終戦直後

昭和２１年９月以降，警視庁やいくつかの府県に少年課又は少年係の設置が進めら

れ，少年警察の体制が実質的に整備されるとともに，荒廃した市街の中で少年防犯

活動，街頭補導，少年相談等が積極的に推進された。この時期の少年警察は，少年

犯罪捜査及び補導に加え，浮浪児及び戦災孤児の救済活動，少年野球大会，女性の

警察官による街頭紙芝居等を積極的に行い，少年を取り巻く荒廃した環境の改善を

重点目標として活動した。

警察における少年事件の処理区分，簡易送致制度，補導活動の基準の策定等，少

年警察活動の基本的事項が定められたのもこの時期である。２５年には後の「少年警

察活動要綱」の前身となる「問題少年補導要領」が制定され，少年補導の対象，取

締り時の心構え等が定められた。

国の法制が変革していく過程で，少年の健全育成に関する法制も見直され，２２年

には児童福祉法，２３年には少年法，風俗営業取締法が制定された。

○ 昭和３０年代

昭和３５年に少年警察の活動の基準である「少年警察活動要綱」が制定され，これ

に基づき各都道府県警察は少年非行対策を進めていった。

３７年，警察庁は少年補導活動等に従事するボランティアの活動の在り方を都道府

県警察に示し，その活性化を図った。これらのボランティアは，４２年に少年補導員

として制度化された。

３８年には警察と学校とが協力して児童，生徒の非行を防止することを目的とし

て，各地で学校警察連絡協議会が結成された。

－１１－
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�また，当時の享楽的風潮の下，非行の温床となっていた深夜飲食店等を規制する

ため，３４年，３９年の２回にわたり風俗営業取締法の改正が行われ，１８歳未満の者の

深夜喫茶等の深夜飲食店への立入り等が規制された。これに加え，国民と警察とが

一体となった暴力追放運動，総理府を中心とした青少年健全育成運動等の盛り上が

りがみられ，各地方公共団体における青少年保護育成条例の制定等により，更に対

策が強化された。

○ 昭和５０年代

昭和５１年，警察庁に少年課を新設して少年警察体制の更なる充実強化を図った。

５７年，少年非行が多発している区域を「少年を非行からまもるパイロット地区」

に指定し，家庭，学校及び地域社会との協力の下に，非行防止のための教室や座談

会の開催等を行った。

５９年には風俗営業等取締法が改正され，当時，少年のたまり場として大きな問題

となっていたゲームセンター等に対して一定の規制を加えるとともに，少年指導委

員の制度が新設された（第１節２（１）ウ（ア）参照）。

イ 凶悪犯の推移

凶悪犯で検挙した少年（以下「凶悪犯少年」という。）と成人の人員，人口比の推移は図

１－３のとおり，凶悪犯少年の罪種別検挙人員の推移は図１－４のとおりである。

図１－３ 凶悪犯の検挙人員，人口比の推移（昭和２４～平成１２年）
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凶悪犯少年の検挙人員は，昭和３４年の７，６８４人をピークにほぼ一貫して減少してきたが，

平成３年から増加傾向へ転じ，１２年には２，１２０人と４年連続で２，０００人を超える高い水準で推

移している。人口比は３年の０．１０から上昇に転じ，１２年には０．２４と，成人の約５倍に達して

いる。

このうち，少年による殺人の検挙人員は，昭和４０年代に減少傾向に入り，５０年代以降，お

おむね７０人台から９０人台で推移していたが，平成１０年以降は毎年１００人を超えており，１２年

には１０５人となっている。

また，少年による強盗の検挙人員は，近年著しい伸びを示しており，昭和６３年の５４６人を

底に増加を続け，平成１２年は１，６３８人となっている。人口比も，昭和６３年には成人の３．８倍で

あったものが，平成１２年には成人の８．８倍となっている。

少年のみによる強盗の検挙件数に占める共犯事件や集団事件（注）の割合の推移をみると

（図１－５），共犯事件，集団事件ともに増加傾向にあり，１２年は共犯事件が６８．１％，集団

事件が４３．８％を占めている。

（注） 共犯事件とは，２人以上の共犯者による事件をいい，集団事件とは，共犯事件のうち３人以上の共犯者による事

件をいう。

図１－４ 凶悪犯少年の罪種別検挙人員の推移（昭和２４～平成１２年）
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ウ 粗暴犯の推移

粗暴犯で検挙した少年（以下「粗暴犯少年」という。）の人員，人口比の推移は，図１－

６のとおりである。

粗暴犯少年の検挙人員は，戦後増加を続け，昭和３９年には４万４，７７８人とピークを記録し

た。その後，減少に転じたものの，平成６年の１万４，６５５人（人口比１．４）を底として再び増

加に転じ，１２年は１万９，６９１人（人口比２．２）となっている。成人を含む粗暴犯総検挙人員に

図１－５ 少年のみによる強盗の検挙件数に占める共犯事件・集団事件の割合の推移（昭和２９～平成１２年）

図１－６ 粗暴犯少年の検挙人員，人口比の推移（昭和２４～平成１２年）
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占める少年の割合は，昭和５０年代半ばまでは２０％台であったものが，平成元年には４０．３％に

達し，１２年は３９．１％となっている。

エ 窃盗犯の推移

窃盗犯で検挙した少年（以下「窃盗犯少年」という。）の人員，人口比の推移は，図１－

７のとおりである。

刑法犯少年の大半を占める窃盗犯少年の検挙人員は，おおむね刑法犯少年全体の検挙人員

と同様に推移しており，１２年は７万７，９０３人（人口比８．８）となっている。

（２） 最近の少年非行等の状況

最近の少年犯罪は，社会を震撼させた特異・重大事件に象徴される凶悪・粗暴な非行の深

刻化，安易に金銭をねらう犯罪の多発等，厳しい状況にある。

ア 平成１２年中の犯罪少年の検挙状況

平成１２年中の刑法犯少年の検挙人員は１３万２，３３６人（前年比９，３８５人（６．６％）減）となっ

ており，２年連続して減少した。また，成人を含む刑法犯総検挙人員に占める少年の割合は

４２．７％（前年比２．２ポイント減），刑法犯少年の人口比は１４．９（前年比０．７減）である。

また，１２年中の特別法犯少年の検挙人員は７，７４７人（前年比１，０６４人（１２．１％）減）となっ

ており，法令別では，毒物及び劇物取締法違反が４，２９８人，覚せい剤取締法違反が１，１３６人，

軽犯罪法違反が５９６人等となっている。成人を含む特別法犯総検挙人員に占める少年の割合

は１１．８％（前年比０．５ポイント減），特別法犯少年の人口比は０．８７（前年比０．１減）である。

図１－７ 窃盗犯少年の検挙人員，人口比の推移（昭和２４～平成１２年）
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１２年中の刑法犯少年の包括罪種別，学職別検挙状況は表１－２のとおりで，包括罪種別で

は窃盗犯が７万７，９０３人（全体の５８．９％）と最も多い。

１１年，１２年中の凶悪犯少年，粗暴犯少年の罪種別検挙人員は表１－３のとおりである。凶

悪犯少年の検挙人員は１１年に比べて１１７人減少したものの４年連続して２，０００人を超えた。粗

暴犯少年の検挙人員は，１１年に比べて３，７６１人増加しており，凶器準備集合以外の各罪種に

おいて１１年を大きく上回った。

罪種別にみた少年の人口比と成人の人口比は表１－４のとおりである。

表１－３ 凶悪犯少年，粗暴犯少年の罪種別検挙人員（平成１１，１２年）

表１－４ 罪種別にみた成人人口比及び少年人口比（平成１２年）

表１－２ 刑法犯少年の包括罪種別，学職別検挙状況（平成１２年）

区 分
凶 悪 犯 粗 暴 犯

ひったくり 占有離脱物 横 領殺人 強盗 放火 強姦 暴行 傷害 脅迫 恐喝 凶器準備
集 合

成人人口比 ０．０１３０．０２１０．００７０．０１２０．０６１０．１８５０．０１３ ０．０４５ ０．００１ ０．００９ ０．２９８

少年人口比 ０．０１２０．１８５０．００９０．０３３０．２２７１．２０６０．０１８ ０．７５７ ０．０１４ ０．２４６ ３．０５９

倍率（少年／成人）０．９倍 ８．６倍 １．３倍 ２．８倍 ３．７倍 ６．５倍 １．４倍 １６．８倍 １４．０倍 ２７．８倍 １０．３倍

区分

年次

凶 悪 犯 粗 暴 犯

計（人）殺人 強盗 放火 強姦 計 暴行 傷害 脅迫 恐喝 凶器準備
集 合

１１ ２，２３７ １１０１，６１１ ９０ ４２６１５，９３０１，４１８ ８，５９６ ６８５，７１０ １３８

１２ ２，１２０ １０５１，６３８ ８１ ２９６１９，６９１２，００９１０，６８７ １５７６，７１２ １２６

増減数 ▲１１７▲ ５ ２７ ▲ ９ ▲１３０ ３，７６１ ５９１ ２，０９１ ８９１，００２ ▲１２

学職別

区分

総 数
（人）

学 生 ・ 生 徒
有職少年 無職少年

計 中学生 高校生 大学生 その他

総 数 １３２，３３６１０１，８６７３８，００７５５，３６７ ４，１３５ ４，３５８１２，３１６１８，１５３

凶 悪 犯 ２，１２０ ９３５ ２４６ ５９０ ３３ ６６ ５２６ ６５９

粗 暴 犯 １９，６９１ １１，８６４ ５，９９８ ５，２７４ １５６ ４３６ ３，６３０ ４，１９７

窃 盗 犯 ７７，９０３ ６２，７２８２４，１６７３５，０６６ １，４９７ １，９９８ ５，３６８ ９，８０７

知 能 犯 ５８４ ３２５ ５３ ２２３ ２７ ２２ ９２ １６７

風 俗 犯 ４２９ ２８４ ９０ １５５ ２２ １７ ８８ ５７

そ の 他 ３１，６０９ ２５，７３１ ７，４５３１４，０５９ ２，４００ １，８１９ ２，６１２ ３，２６６

占有離脱物横領 ２７，１１０ ２２，８４４ ６，３１９１２，５５９ ２，２８８ １，６７８ １，８０３ ２，４６３

注： 人口比とは，同年齢層の人口１，０００人当たりの検挙人員をいう。

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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また，１２年中の触法少年の補導人員は２万７６２人（前年比２，０２３人（８．９％）減），家庭裁判

所へ送致し又は児童相談所等へ通告したぐ犯少年の人員は１，８８７人（前年比３３０人（２１．２％）

増）となっている。

イ 凶悪・粗暴な非行の深刻化

（ア） 社会を震撼させた少年による特異・重大事件

１２年は，社会を震撼させる少年による特異・重大事件が相次いで発生した。近年，多くの

国民が少年非行に不安感を持つ要因として，特段の問題が見当たらないと平素から思われて

いた少年がいきなり人を殺傷し，しかもその動機が常識からは理解しがたいような事件が発

生している点があるとみられる。

［事例１］ 無職の少年（１７）は，１２年５月，高速バスに刃物を所持して乗り込み，福岡県

下で同バスの乗員・乗客に刃物を突き付けるなどして人質にしバスを乗っ取った上，乗

客１人を殺害したほか，４人を負傷させた。少年を強盗殺人罪及び人質による強要行為

等の処罰に関する法律違反等で検挙した（広島）。

［事例２］ 男子高校生（１７）は，１２年６月，後輩の男子高校生４人を高校内において金属

バットで殴打し，傷害を負わせた。さらに，自宅において，実母の頭部を同バットで殴

打して殺害した。７月，殺人罪等で検挙した（岡山）。

［事例３］ 男子高校生（１５）は，被害者方から下着を窃取したことなどが発覚することを

恐れ，被害者方に居住する家族全員を殺害することを企て，１２年８月，家族６人の胸部

等をそれぞれサバイバルナイフで刺すなどして，３人を殺害し，残る３人にも傷害を負

わせた。同月，殺人罪等で検挙した（大分）。

警察庁は，１０年１月から１２年５月までに発生した事件のうち，少年による特異・凶悪な２２

事件（犯罪少年２５人）について，その前兆等を調査し，１２年１２月にその結果を公表した。そ

れによると，周囲からは特段の問題が見当たらないと平素から思われていた少年の多くに，

背景として，犯罪やいじめの被害，学校における孤立，不登校，怠学，引きこもり等の経験

がみられ，また，犯行の１年位前から，暴力行為，粗暴行為，刃物の携帯や収集等の問題行

動，周囲の人への犯行のほのめかし，悩みの相談等の前兆とみられる言動があったことが明

らかになった。

（イ） 人を死に至らしめる犯罪の推移

警察庁では，殺人（未遂を含む。），強盗殺人（未遂及び強盗致死を含む。）及び傷害致死

の三つの罪種を「人を死に至らしめる犯罪」としているが，人を死に至らしめる犯罪に係る

少年の検挙人員，人口比の推移は図１－８のとおりである。

少年による人を死に至らしめる犯罪の検挙人員は，統計上確認できる昭和４１年（４４６人）

から減少傾向にあったが，５５年（７２人）を底に，年ごとの増減は大きいもののおおむね増加
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注：　人口比とは，同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員をいう。�

傾向となり，平成１０年には２８４人（人口比０．０３１）に達した。１２年は２０１人となっている。人

を死に至らしめる犯罪は，元来，成人の方が少年より人口比が高い類型の犯罪であったが，５

年以降は一貫して少年の人口比が成人を上回っている。

（ウ） 少年による人を死に至らしめる犯罪の背景，前兆等の実態に関する調査

警察庁は，１２年中に人を死に至らしめる犯罪により検挙された少年２０１人（殺人１０５人，傷

害致死７８人，強盗殺人１８人）について，少年の背景，前兆的行動等の実態に関する調査を１３

年２月から３月にかけて行った。この調査は，調査担当者が当該事件を担当した捜査官から

調査項目について聞き取りを行うなどして行ったものである。

ａ 少年自身について

男女別では，約９割にあたる１８５人が男子であり，年齢別では，１６歳が４９人と最も多く，

次いで１７歳４７人，１９歳３９人の順で，学職別では，無職少年が６８人と最も多く，次いで有職少

年６０人，高校生４４人の順であった。

警察によって調査の対象となった犯行以前に検挙又は補導されたことがある少年は１２８人

である一方，一度も検挙，補導されたことがない少年は７３人であった。

ｂ 少年を取り巻く環境・背景

暴走族等の不良グループとのかかわりあいについては，不良グループとの関係がないと認

められる少年は５６人に過ぎず，約７割の少年が，不良グループのメンバーであるか，メンバ

ーではないが不良グループと付き合いのある少年であり，不良グループと何らかの関係を持

っていると認められた。

図１－８ 人を死に至らしめる犯罪に係る少年の検挙人員，人口比の推移（昭和４１～平成１２年）

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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注：　人口比とは，同年齢層の人口1,000人当たりの検挙人員をいう。�

犯罪やいじめ等の何らかの被害経験の有無については，いじめの被害に遭ったことがある

と認められる少年は１９人，犯罪の被害に遭ったと認められる少年は１０人，家族からの暴力・

虐待を受けたことがあると認められる少年は２２人であった。

他人とうまく付き合うことのできない対人不適応の状況については，不登校や怠学の経験

があると認められる少年は１０２人，孤立経験があると認められる少年は２５人，引きこもりの

経験があると認められる少年は８人であった。また，自殺企図の経験があると認められる少

年は４人であった。

ｃ 犯行の動機等

犯行の動機についての担当捜査官の判断は，「被害者への激高」が８７人と最も多く，次い
しゅう

で「強さの誇示」が２７人，「金品目的」が２１人，「被害者への復讐」が２０人の順であった。

ｄ 犯行の前兆的行動

犯行前に何らかの前兆的行動があったと認められる少年は７６人に上る。

そのうち，犯行類似行動が認められた少年は３５人，犯行準備行動が認められた少年は１５人，

犯行のほのめかしや不審・特異な言動を家族等に漏らしていたと認められる少年は２８人，自

分の持つ不安や悩み，苦しみを言動等に表していたと認められる少年は２４人であり，また，

調査の対象となった事件以前に，刃物を携帯・収集・使用していたと認められる少年は２６人

であった。

ウ 多発する金銭目的の暴力的な犯罪

最近，少年による強盗，恐喝及びひったくりが増加傾向にある。

（ア） 強盗事件の特徴

過去１０年間の少年による強盗及び路上強盗の検挙人員の推移は図１－９のとおりである。

図１－９ 少年による強盗の検挙人員，人口比の推移（平成３～１２年）
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１２年中に強盗で検挙した少年は１，６３８人（前年比２７人（１．７％）増）となっており，２年連

続して増加した。凶悪犯少年の検挙人員のうち，強盗犯の検挙が最も多く，凶悪犯少年の総

検挙人員に占める割合も７割を超えている。

学職別にみると，無職少年が５１０人と最も多く，次いで高校生，有職少年の順となってい

る。年齢別にみると，１７歳が３８６人と最も多く，次いで１６歳，１８歳の順となっており，年中

少年の割合が高くなっている。

手口別にみると，侵入強盗，非侵入強盗ともに増加しているが，非侵入強盗の中でも，と

りわけ路上強盗の検挙人員の増加が著しく，３年には４３６人であったものが，９年には１，０００

人を超え，１２年には１，１２２人と約２．６倍となっている。

［事例１］ 無職少年（１６）は，１２年１月，金品を窃取する目的で老女方に侵入し，同女を

殺害した上，現金在中の財布を奪った。同月，強盗殺人罪で検挙した（大分）。

［事例２］ 無職少年（１６）と女子高校生（１６）は，１２年１２月，タクシーに乗車してカッタ
けい

ーナイフで運転手の頸部を切りつけて殺害し，売上金等を奪った。同月，強盗殺人罪で

検挙した（兵庫）。

（イ） 恐喝事件の特徴

過去１０年間の少年による恐喝の検挙人員の推移は図１－１０のとおりである。

１２年中に恐喝で検挙した少年は６，７１２人（前年比１，００２人（１７．５％）増）となっている。

学職別にみると，高校生が２，０４６人と最も多く，次いで無職少年，中学生の順となってい

る。年齢別にみると，１５歳が１，７４７人と最も多く，次いで１６歳，１７歳の順となっている。

粗暴犯少年の検挙人員のうち，恐喝犯の検挙は傷害に次いで多く，１０年，１１年と連続して

減少したが，１２年は増加に転じ，過去１０年間で最高の検挙人員となっている。

図１－１０ 少年による恐喝の検挙人員，人口比の推移（平成３～１２年）

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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さらに，共犯形態別にみると，少年のみによる恐喝事件４，７３６件中，共犯事件は２，８０６件（う

ち集団事件は１，３２３件），共犯事件の割合は５９．２％（集団事件の割合は２７．９％）となっており，

成人の共犯事件の割合が３７．１％（集団事件の割合は１４．４％）となっていることに比べて高く

なっている。

［事例１］ 男子中学生（１５）ら１０数人は，１１年６月から１２年２月にかけて，同級生から約

１３０回にわたり，現金約５，０００万円を脅し取っていた。１２年６月までに恐喝罪等で検挙し

た（愛知）。

［事例２］ 有職少年（１９）は，９年７月ころから，幼なじみの同級生から金を脅し取るた

め，電話を利用して架空の人物を装い，声色を使って脅すなどして，畏怖した同級生か

ら相談を受けるや，自分が代わって金を渡す解決策を教示し，約２年７か月の間に，約

３０回にわたり，現金約４３０万円を脅し取っていた。１２年６月，恐喝罪で検挙した（大阪）。

（ウ） ひったくり事件の特徴

過去１０年間のひったくりの認知件数，検挙人員の推移は図１－１１のとおりである。

ひったくりの認知件数は近年急激に増加しており，１２年には４万６，０６４件となっている。

少年の検挙人員も急激に増加しており，３年には６８２人であったものが，１２年には２，１７９人

と約３．２倍になっており，２年連続で２，０００人を超える高い水準にある。また，１２年の成人を

含めた総検挙人員３，０７２人のうち少年の占める割合が約７割となっている。

１２年の検挙人員を学職別に見ると，無職少年が７３５人と最も多く，次いで中学生，高校生

の順となっている。年齢別に見ると，１６歳が５３２人と最も多く，次いで１５歳，１７歳の順とな

っている。

また，ひったくりの逃走手段として利用した乗り物等をみると，１２年の少年によるひった

図１－１１ ひったくりの認知件数，検挙人員の推移（平成３～１２年）
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くりの検挙件数７，２０４件のうちオートバイを利用したものが６，１２３件を占めており，このうち

２，８２０件が盗難オートバイを利用したものとなっている。

ひったくりで検挙した少年の犯行時間帯についてみると，１２年の少年によるひったくりの

検挙人員２，１７９人のうち，午後６時から午前０時の犯行が９９９人と全体の４５．８％を占めてお

り，夜間に集中しているが，昼間においても時間が遅くなるにつれて増加する傾向にある。

ひったくりは，強盗等の凶悪犯に発展するおそれのあるものや組織的に敢行されるものが

多く，１２年８月，警察庁では，少年等によるひったくりを，組織的に敢行される自動車盗等

とともに特定重要窃盗犯に指定し，対策を強化することとした。

［事例］１１年１１月，高校３年生ら７人（１７歳４人，１６歳２人，１５歳１人）は，オートバイ

を盗んだ上，それを使用して集団でひったくりを敢行し，ひったくり３件，オートバイ

盗２件，被害総額約６０万円相当に及ぶ犯行を重ねていた。１２年４月までに，窃盗罪等に

より検挙した（大阪）。

（エ） 強盗，恐喝及びひったくり事件に関する調査

警察庁は，１３年２月２６日から３月２７日までの間に全国で強盗，恐喝及びひったくりにより

検挙された少年６８４人（強盗１２０人，恐喝４２６人，ひったくり１３８人）について，少年に対する

聞き取り等により，動機・背景等に関する調査を１３年２月から３月にかけて行った。このう

ち，犯行を否認するなど調査に対して真実を話すことを期待できない少年を除いて，３７１人

（強盗７０人，恐喝２２６人，ひったくり７５人）から回答を得た。

ａ 少年自身について

男女別では，３７１人中３３９人が男子であり，年齢別では，１５歳が７６人と最も多く，次いで１６

歳７４人，１７歳６９人の順で，学職別では，中学生が１３６人と最も多く，次いで無職少年８１人，

高校生７５人の順であった。

警察によって調査の対象となった犯行以前に検挙又は補導されたことがある少年は２６３人

である一方，一度も検挙，補導されたことがない少年は１０８人であった。

常習的喫煙の経験があると回答した少年は３１２人（８４．１％）に及んでいる。中学生，高校

生一般に対する意識調査「青少年とタバコ等に関する調査研究報告書（平成１３年，総務庁）」

（第３節２（２）参照）において過去１年間にたばこを吸ったことがあると回答した少年の

割合が１４．３％であることと比べて，より多くの少年が喫煙等の問題行動をとっている状況が

うかがえる。

ｂ 少年を取り巻く環境

暴走族等の不良グループとのかかわりあいについては，関係がないと回答した少年は８７人

にとどまり，７割以上の少年が，不良グループのメンバーであるか，メンバーではないが不

良グループとの付き合いがあるとの回答であった。

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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犯行に影響を与えた環境についての回答（複数回答）は，「暴走族・不良グループ等の影

響」が１５０人と最も多く，次いで「メディアの影響」が４０人であった。また，「メディアの影

響」と回答した少年の媒体についての回答は，「テレビ」が３１人と最も多く，次いで「ゲー

ム」が７人，「雑誌・書籍」が５人の順であった。

ｃ 犯行の動機等

被害者との面識については，面識がないと回答した少年は強盗で６７人（９５．７％），恐喝で

１２７人（５６．２％），ひったくりで７５人（１００．０％）であった。

犯行の動機についての回答（複数回答）は，強盗，恐喝，ひったくりとも「金品目的」が

最も多く，強盗で５９人，恐喝で１９７人，ひったくりで７２人であった。このほか，「被害者への

激高・憎悪・復讐等」が強盗で１２人，恐喝で３２人，ひったくりで０人，「強さの誇示・快感

・ストレス発散・いじめ目的等」が強盗で６人，恐喝で３０人，ひったくりで２人であった。

最近数か月のお金の主な使途についての回答（複数回答）は，「飲食」が２３５人と最も多く，

次いで「ゲームセンター」が１６１人，「携帯電話」が８３人，「カラオケ」が８１人の順となって

おり，遊興目的の使途が多い。また，１４人が「先輩・不良グループ・暴走族等に上納・会費」

と回答したことが注目された。

さらに，犯行に対する意識・考えについては，「悪いことをしたという意識があり，反省

している」と回答した少年が２２９人である一方，「悪いことをしたという意識はあったが，反

省していない」が９８人，「悪いことをしたという意識がほとんどない」が４３人となっており，

犯罪を犯しながら罪悪感を持たず，あるいは反省していない少年が約４割に及んだ。

（３） 最近の暴走族の特徴及び非行実態

ア 暴走族と少年のかかわり

暴走族は，爆音暴走等を集団で行う共同危険型暴走族と，主に運転技術や走行速度等を競

う違法競走型暴走族に大きく分けられるが，平成１２年末現在の状況をみると，暴走族構成員

約２万７，８００人のうち共同危険型暴走族の構成員は約２万３，４００人（８４．３％）であり，そのう

ち約１万７，６００人（７５．１％）を少年が占めており，１７，１８歳の少年中心の年齢構成となって

いる。また，違法競走型暴走族構成員は約４，４００人であり，そのうち約１，０５０人（２４．０％）を

少年が占めている（第５章６（３）参照）。

暴走族少年は，比較的短い期間で世代交代を繰り返しており，毎年相当数がグループを離

脱している一方で，同じ中学校出身の先輩や同級生の誘いを受けるなどして，ほぼ同数の少

年が新たに加入している実態があり，暴走族の構成員が減少傾向にあるとはいえ大きく減ら

ない原因の一つとなっている。

暴走族の中には，他のグループとのトラブルに対処するための「後ろ盾」として暴力団員

等との関係を持つものも多く，また，このような暴力団員等とのつきあいの中で，少年が暴
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走族の構成員を経て暴力団員になる例もある。

イ 暴走族少年の非行実態

暴走族は，依然として，深夜の住宅街等での集団暴走や爆音暴走を繰り返し，著しく交通

の安全と秩序を乱すとともに，敵対するグループとの対立抗争，グループ内の引き締めのた

めのリンチ事件といった悪質・凶悪な不法事案を引き起こしている（暴走族全体による道路

交通法違反の検挙状況については，第５章６（３）参照）。

また，過去１０年間に刑法犯で検挙した暴走族少年の推移は，図１－１２のとおりで，７年以

降，凶悪犯，粗暴犯を中心に増加傾向にあり，暴走族少年の凶悪化がうかがえる。

なお，最近では暴走族のほか，これを見物する周囲の群衆（「ギャラリー」又は「期待族」

と呼ばれる。）が道路を占拠し，暴行事件を起こすなどして検挙される事案がみられる。

（４） 少年の薬物乱用

ア 覚せい剤の乱用

過去１０年間の覚せい剤事犯による少年の検挙人員の推移は図１－１３のとおりである。

平成１２年中の検挙人員は１，１３７人と，前年に比べ１４１人（１４．２％）増加した。学職別にみる

と，前年に比べてすべての学職区分で増加し，特に中学生の増加が著しい（前年比３０人

（１２５．０％）増）。

イ シンナー等の乱用

図１－１２ 刑法犯で検挙した暴走族少年の推移（平成３～１２年）

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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シンナー等乱用による少年の検挙人員は図１－１４のとおり減少傾向にあり，３年に２万１２５

人であったものが，１２年には３，４１７人まで減少した。最近は，中学生及び高校生の占める比

率が増加しており，５年に２４．３％であったものが，１２年には３１．８％となっている。

（５） 校内暴力及びいじめに起因する事件

文部省の調査によると，平成１１年度において，全国の公立小・中・高等学校の児童生徒が

起こした暴力行為（注１）の発生件数は３万１，０５５件であり，学校別では，中学校が最も多

く２万４，２４６件，次いで高等学校が５，３００件，小学校が１，５０９件となっている。

これに対し，１２年中に警察が取り扱った小学生，中学生及び高校生による校内暴力事件（注

２）の件数は９９４件であり，それにより検挙・補導した少年は１，５８９人となっている。このう

図１－１３ 覚せい剤事犯による少年の検挙人員の推移（平成３～１２年）

図１－１４ シンナー等乱用による少年の検挙人員の推移（平成３～１２年）
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ち中学校に係る事件が９３２件，１，４２２人と大部分を占めている。校内暴力事件全体のうち，教

師に対する暴力事件の取扱い件数は５８２件，検挙・補導人員は６５２人であり，生徒間の暴力事

件の取扱い件数は３２４件，検挙・補導人員は７０７人となっている。

次に，文部省の調査によると，１１年度において，全国の公立小・中・高・特殊教育諸学校

におけるいじめ（注３）の発生件数は３万１，３５９件であり，学校別では，中学校が１万９，３８３

件と最も多く，次いで小学校が９，４６２件，高等学校が２，３９１件となっている。

これに対し，１２年中に警察が取り扱った小学生，中学生及び高校生のいじめに起因する事

件（注４）の取扱い件数は１７０件，それにより検挙・補導した少年は４５０人となっている。罪

種別の内訳をみると，傷害２７６人，暴行７６人，恐喝５３人，暴力行為１９人，その他２６人となっ

ている。

また，１２年中に警察が取り扱ったいじめに起因する事件１７０件を認知した端緒は表１－５

のとおりである。警察では，被害少年，保護者，学校等からの相談，被害申告を受けてこれ

らの深刻な問題に対応し，悪質なものについては適切な事件化に努めている。

（注１） 暴力行為とは，自校の児童生徒が起こした暴力行為をいい，対教師暴力，生徒間暴力，対人暴力，学校の施設・

設備などの器物損壊を合わせたものをいう。

（注２） 校内暴力事件とは，学校内における教師に対する暴力事件，生徒間の暴力事件，学校施設，備品等に対する損

壊事件をいう。

（注３） いじめとは，自分より弱いものに対して一方的に，身体的・心理的な攻撃を継続的に加え，相手が深刻な苦痛

を感じているものをいい，起こった場所は学校の内外を問わない。

（注４） いじめに起因する事件とは，いじめ自体が事件となるもの及びいじめの仕返しによって引き起こされる事件を

いう。

（６） 少年による不良行為

警察では，少年による様々な問題行動のうち，その問題性から特に積極的に対応すべきと

考えられるものを，飲酒，喫煙，深夜はいかい等の類型に分類して，不良行為として定義し，

関係機関・団体，ボランティア等との連携による街頭補導等を通じて，不良行為を行ってい

る少年，家庭への指導，助言に努めている。

過去１０年間の不良行為による少年の補導人員の推移は図１－１５のとおりである。平成１２年

表１－５ いじめに起因する事件における事件認知の端緒別件数（平成１２年）

区分

計

被 害 者 側 学 校 関 係 他事件の
捜査から

その他
少年自身から（件）その保護者から 教師から 他の生徒から ＰＴＡから

１７０ ３５ １０２ ２２ ２ １ ４ ４

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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注：　昭和59年以前は，罪種によって被害の認知件数が不明となっている。�

少
年�

成
人�

少年� 成人�

中の補導人員は８８万５，７７５人であり，態様別では，喫煙が４７．１％を占めて最も多く，次いで

深夜はいかいが３４．７％となっている。

２ 犯罪等による少年の被害の状況

（１） 少年を被害者とする刑法犯

ア 認知件数

少年が被害者となった刑法犯の認知件数は図１－１６のとおりであり，昭和５９年に２０万１，６５１

件であったのが，７年連続して増加し，平成３年には３７万９，９３９件に達した。その後１１年ま

で減少傾向で推移したが，１２年には３５万２，７５３件（前年比１２．３％増）と，急激な増加をみせ

た。

図１－１５ 不良行為による少年の補導人員の推移（平成３～１２年）

図１－１６ 刑法犯被害認知件数の推移（昭和６０～平成１２年）
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イ 凶悪犯，粗暴犯の被害状況

少年が被害者となった凶悪犯の認知件数は図１－１７のとおり，粗暴犯の認知件数は図１－

１８のとおりであり，近年増加傾向が顕著である。

図１－１７ 少年が被害者となった凶悪犯の罪種別認知件数の推移（平成３～１２年）

図１－１８ 少年が被害者となった粗暴犯の罪種別認知件数の推移（平成３～１２年）

第１章 ２１世紀を担う少年のために
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注：　昭和53年以前は，統計の取り方が異なるため，54年から掲載した。�

凶悪犯についてみると，３年に１，２６０件であったものが以後緩やかに減少したが，８年以

降増加に転じ，１２年には１，９１６件（前年比１９．８％増）となっている。

このうち，強盗は，１２年には７２０件となっており，３年に比べて約２．３倍となっている。強
かん

姦は，８年以降増加を続けており，１２年には，１，００６件と過去１０年間で初めて１，０００件を超え

た。

粗暴犯についてみると，３年に１万１，８４４件であったものが以後一貫して増加しており，１２

年には２万３，４８７件（前年比３６．０％増）となっている。

このうち，恐喝は，３年以降一貫して増加を続けており，１２年には１万２，４４８件に達し，３

年に比べて約２．１倍となっている。

（２） 少年の福祉を害する犯罪

福祉犯とは，少年を虐待し，酷使し，その他少年の福祉を害し，又は少年に有害な影響を

与える犯罪であり，各都道府県の青少年保護育成条例に違反する行為や，毒物及び劇物取締

法，児童福祉法等に違反する行為のうち少年の福祉を害するものをいう。例えば，毒物及び

劇物取締法違反のうち，みだりに吸入することを知って，少年にシンナー等を販売する行為

が福祉犯に当たる。一方，少年自らが，みだりにシンナー等を吸入する行為は，福祉犯には

当たらない。

福祉犯の被害少年数の推移は，図１－１９のとおりであり，昭和５４年以降６年連続して増加

し，６０年には２万１，５９２人に達したが，その後は減少傾向にあり，平成１２年には８，２９１人とな

っている。そのうち，主な福祉犯の被害少年数の推移は図１－２０のとおりである。

なお，青少年保護育成条例違反の被害少年の数は，１２年には２，０８４人と前年に比べて約半

分となったが，これは，児童買春，児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関す

図１－１９ 福祉犯の被害少年数の推移（昭和５４～平成１２年）
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毒物及び劇物取締法�

風営適正化法�

児童福祉法�

2,5261,8972,2002,7183,1052,7552,8293,3193,5433,449そ　の　他�

青少年保護育成条例� 毒物及び劇物取締法�
風営適正化法�
その他�

児童福祉法�

（人）�

青少年保護�
育成条例�
　　1,762人�
　　（27.1％）�

児童買春・�
児童ポルノ法�

777人�
（11.9％）　�

児童福祉法　　�
533人�
（8.2％）�

毒物及び�
劇物取締法�

1,235人�
（19.0％）�風営適正化法�

1,078人�
（16.6％）�

覚せい剤�
取締法�
575人�
（8.8％）�

労働基準法�
115人（1.8％）�

売春防止法�
121人（1.9％）�

職業安定法�
178人（2.7％）�

大麻取締法　30人（0.5％）�

その他　9人（0.1％）�
未成年者喫煙禁止法　9人（0.1％）�
未成年者飲酒禁止法　82人（1.3％）�

6,504人�

総　数�

る法律（以下「児童買春・児童ポルノ法」という。）の制定により，従来青少年保護育成条

例違反として検挙していた児童買春等の福祉犯が，同法違反として検挙されるようになった

ことに関連している。

１２年中の福祉犯の検挙人員は６，５０４人（前年比１，６７８人（２０．５％）減）であり，法令別では，

青少年保護育成条例（テレホンクラブ等規制条例を含む。）違反が最も多く，次いで毒物及

び劇物取締法違反となっている（図１－２１）。

図１－２０ 主な福祉犯の被害少年数の推移（平成３～１２年）

図１－２１ 福祉犯の法令別検挙人員（平成１２年）
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（３） 児童買春・児童ポルノ事犯

児童買春や児童ポルノは，児童の権利を著しく侵害し，児童の心身に有害な影響を及ぼす

ものであり，警察は，平成１１年１１月に施行された児童買春・児童ポルノ法に基づく取締りを

積極的に推進している。児童買春・児童ポルノ法には，児童買春とその周旋・勧誘，児童ポ

ルノ頒布等及び児童買春等を目的とした人身売買等について罰則が設けられており，また，

その国外犯の処罰についても規定されている。

警察では，児童買春・児童ポルノ事犯の取締りを徹底するため，少年部門と，風俗犯罪，

凶悪犯罪，ハイテク犯罪等の取締りに当たる部門とが連携し，取締本部やプロジェクトチー

ムを設置するなどして体制を強化している。

また，インターネットを利用した児童買春・児童ポルノ事犯が多数発生していることか

ら，都道府県警察間の合同・共同捜査を積極的に推進するなど広域捜査力の強化に努めてい

る。

ア 児童買春事犯

１１年１１月の児童買春・児童ポルノ法施行以降，同年中の児童買春事犯の検挙件数は２０件，

検挙人員は２０人であった。

また，１２年中の児童買春事犯による検挙件数，検挙人員は，９８５件，６１３人となっている。

そのうち，児童買春が８９９件，５５３人，児童買春周旋が７４件，４２人，業としての児童買春周旋

が１２件，１８人となっている。

また，１２年中に検挙した９８５件，６１３人中，テレホンクラブ営業に関するものが４７６件

（４８．３％），３１９人（５２．０％）となっており，同営業が児童買春の温床になっていると認めら

れる。

女子児童が小遣い銭ほしさにグループを作り，テレホンクラブを利用して，いわゆる援助

交際を繰り返すような事案もみられ，なかには，援助交際が流行していると聞いて，取り残

されないようにグループに加わった児童もいる。

また，インターネット上におけるいわゆる出会い系サイトの掲示板等を利用して女子児童

と接触を持って買春する者もおり，今後，このような児童買春事犯の増加が懸念される。

［事例１］ 県立高校教諭（３７）は，伝言ダイヤルを通じて知り合った女子中学生ら多数の

女子児童に対し，児童買春を行った。さらに，販売する目的でその様子をビデオ撮影し，

作成したビデオをインターネットを通じて販売し，顧客に同女らを買春相手として紹介

した。１２年５月，児童買春・児童ポルノ法違反等で検挙した（神奈川）。

［事例２］ 同じ中学校に通う女子生徒１５人は，１２年８月ころから，いわゆる援助交際を行

うグループを形成し，２人１組でテレホンクラブを利用して買春相手らと接触していた。

女子生徒らは，小遣い銭目的に援助交際を行っており，援助交際で得た金銭は，すべて
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児童ポルノ販売�
80件�児童ポルノ貸与�

18件�

児童ポルノ�
公然陳列�

8件�

児童ポルノ�
製造�
7件�

児童ポルノ所持�
36件�

児童ポルノ頒布�
21件�

170件�

総　数�

飲食代金，衣類，化粧品代等に消費していた（静岡）。

イ 児童ポルノ事犯

１１年１１月の児童買春・児童ポルノ法施行以降，同年中の児童ポルノ事犯の検挙件数は１８

件，検挙人員は２２人であった。

また，１２年中の児童ポルノ事犯による検挙件数，検挙人員は１７０件，１６４人となっている。

その内訳は図１－２２のとおりである。

このうち，インターネットを利用したものが１１４件（６７．１％），８５人（５１．８％）を占めてお

り，インターネットが児童ポルノ頒布等の有力な手段となっていることがうかがえる。

［事例１］１１年１１月，インターネットで情報交換等をしていたロリコンと呼ばれる児童ポ

ルノ愛好者らが，静岡県内の旅館において会合を開き，インターネット等を通じて収集

した児童ポルノを収録したＣＤ－Ｒを無償で頒布した。１２年２月までに参加者のうち４

人を児童買春・児童ポルノ法違反等で検挙した（静岡）。

［事例２］１１年１１月から１２年５月までの間，無職男性（４１）は，米国内のサーバに開設し

たホームページに児童ポルノの販売広告を掲載し，メールを通じて購入を希望した者に

児童ポルノ画像を収録したＣＤ－Ｒを販売した。８月，児童買春・児童ポルノ法違反で

検挙し，１０月，組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律を適用して犯罪

収益の没収保全請求を行った（埼玉，富山）。

（４） 児童虐待

近年，児童虐待が深刻な社会問題となっており，平成１２年１１月には児童虐待の防止等に関

する法律（以下「児童虐待防止法」という。）が施行された。また，児童虐待に関する相談

の受理件数，事件の検挙件数も増加している。

図１－２２ 児童ポルノ事犯検挙件数の内訳（平成１２年）
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ア 児童虐待に関する少年相談の受理状況

１２年中の警察の少年相談窓口における児童虐待に関する相談の受理件数は１，３４２件で，前

年に比べて４１８件増加した。これは，統計を取り始めた６年の約１１倍となっている（表１－

６）。

イ 児童虐待事件の検挙状況

１２年中の児童虐待事件の検挙件数は１８６件，検挙人員は２０８人で，前年に比べて６６件，７８人

それぞれ増加した。これらの事件による被害児童は１９０人で，前年に比べて６６人増加してお

り，そのうち４４人（前年比１人減）が死亡した。統計を取り始めた１１年以降の児童虐待事件

の罪種別，態様別検挙状況は表１－７のとおりである。

表１－６ 児童虐待に関する少年相談の受理状況（平成６～１２年）

表１－７ 児童虐待の罪種別，態様別検挙状況（平成１１，１２年）

年 次 ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

件 数 １２１ １７８ ２５７ ５１１ ４１３ ９２４ １，３４２

件数・人員

年次区分

検挙件数（件） 検挙人員（人） 被害児童数（人）

１１ １２ １１ １２ １１ １２

総 数 １２０ １８６ １３０ ２０８ １２４ １９０

身体的虐待 ６２ １２４ ６９ １３９ ６４ １２７

殺人（未遂を含む） １９ ２８ ２０ ３０ ２１ ２９

傷害致死 １５ ２０ １８ ２６ １５ ２０

傷害 ２７ ７２ ３０ ７９ ２７ ７４

暴行 １ ４ １ ４ １ ４

性的虐待 ３４ ４４ ３４ ４４ ３４ ４４

強姦（致傷を含む） １２ １５ １２ １５ １２ １５

強制わいせつ（致傷を含む） ３ ９ ３ ９ ３ ９

児童福祉法違反 １２ １７ １２ １７ １２ １７

青少年保護育成条例違反 ７ ３ ７ ３ ７ ３

怠慢又は拒否 ２４ １８ ２７ ２５ ２６ １９

殺人 ０ ３ ０ ５ ０ ３

保護責任者遺棄（致死を含む） ２０ １３ ２２ １７ ２１ １３

重過失致傷（致死を含む） ４ ２ ５ ３ ５ ３
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（ア） 罪種別検挙状況

１２年の罪種別検挙状況をみると，傷害が７２件と最も多く，前年に比べて４５件増加している。

次いで殺人が３１件，傷害致死が２０件の順となっており，生命及び身体に重大な被害を与える

犯罪の割合が高く，また，大幅に増加している。

（イ） 態様別検挙状況

１２年の態様別検挙状況をみると，身体的虐待が１２４件と最も多く，次いで性的虐待が４４件，

保護の怠慢・拒否が１８件の順となっている。

また，態様別にみた被疑者の性別は，身体的虐待では男性８５人，女性５４人，保護の怠慢・

拒否では男性８人，女性１７人であり，性的虐待の被疑者はすべて男性となっている。

（ウ） 犯行の原因・動機

身体的虐待における犯行の原因・動機についてみると，子どもが意のままにならないこと

が原因・動機であると見られるもの，子どものしつけと称して行われたものなどの育児の悩

みやストレスに関連するものもあるが，夫婦間の離婚問題のように直接子どもとは関係のな

いものもある。

（エ） 被疑者と被害児童との関係

被害児童と加害者との関係についてみると，１２年中に検挙された２０８人のうち，被害児童

の実母が６４人，実父が６０人，実母と内縁関係にある者が４７人等となっている（表１－８）。

（オ） 被害児童の年齢・性別状況

１２年中の被害児童１９０人を年齢別にみると，１歳未満が２８人と最も多く，次いで３歳が２２

人，２歳が１６人，１歳が１５人となっており，６歳以下の被害児童が１０９人と高い割合を占め

ている。男女別にみると，男子が９１人，女子が９９人である。

［事例１］１２年５月，実母（２４）は，パチンコ店駐車場内に駐車中の車両内に，被害児童

（生後９か月の男児）を寝かせたまま，パチスロに興じていた。約２時間３０分後に車両

表１－８ 児童虐待の態様別にみた被害児童と加害者との関係（平成１２年）

加害者

区 分

男 性 小

計

女 性 小

計

検 挙 人 員

実

父

養
・
継
父

内

縁

そ
の
他

実

母

養
・
継
母

内

縁 （人）

構成比
（％）

身体的虐待 ３６ １１ ３５ ３ ８５ ４７ １ ６ ５４ １３９ ６６．８

性 的 虐 待 １８ １０ １１ ５ ４４ － － － － ４４ ２１．２

拒否・怠慢 ６ １ １ － ８ １７ － － １７ ２５ １２．０

合 計 ６０ ２２ ４７ ８ １３７ ６４ １ ６ ７１ ２０８ １００．０

注）「その他」とは，男性の場合は叔父，伯父，祖父等，女性の場合は叔母，伯母，祖母等
である。
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に戻ると児童がぐったりしており，病院に運んだが死亡が確認された。同月，重過失致

死罪で検挙した（群馬）。

［事例２］ 実父（３７）と実母（２９）は，１２年１０月，しつけと称して，男子児童をベランダ

に縛り付け，飲食物を与えず４１時間放置するなどして死亡させた。同月，傷害致死罪で

検挙した（愛知）。
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